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はじめに
　1995年の阪神淡路大震災以降，行政組織の非常事態への対応能力に疑問が投げかけられ，危機管
理に関する論議が活発に行われてきた。近年，行政組織においても，「防災」という言葉に代わり，
「危機管理」という言葉が使われる場面が見受けられるようになっている。戦後，日本国内における
危機管理の論議は，有事法制や安全保障との関連で論ぜられることが多かった。そのため，政治的タ
ブーとして捉えられ，長らく，具体的な議論が行われてこなかった1。学術分野に関してみると，国
内の社会科学分野において，危機管理は，国際関係や安全保障との関連で研究されてきた。しかし，
震災以降は，国際関係学から経営学の分野まで，より多角的で，様々な事例を扱った研究が発表され
るようになってきている。現在，危機管理という言葉は，学術分野に限らず，広く使用されている。
そして，危機管理論議の状況は，「危機管理ブーム」と評される程である2。
　危機管理において，意思決定の問題は，論議の中心的議題の一つである。ジャーナリズムの分野に
おける，行政に関連した危機管理論は，非常事態や災害における行政の危機管理の不手際を指摘し，
危機管理における権限の集中やトップダウソ型，中央集権型の組織体制の必要性を唱えている。だ
が，なぜ行政機関の対応が遅れるのか，なぜ中央集権型の危機管理が有効なのかに関する，実証的な
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分析，考察は少ない。リーダーシップ強化とトップダウン型を特徴とする危機管理モデルの推進に論
議が集中する一方で，行政の危機管理において，運営の主体となる官僚組織の役割に対しては，余り
関心が寄せられていないようである。行政組織は，批判の対象としてのみ捉えられていることが多い
ように見受けられる。
　しかし，中央集権型の危機管理モデルに対しては，行政学者からの批判が存在する。オランダの行
政学者ウリエル・ローゼンタール（Uriel　Rosenthal）らは，中央集権的でトップダウン型の危機管
理モデルは，より高度な危機の概念や危機管理が内包する状況には適合しないと指摘している3。そ
して，官僚組織内政治モデル（Bureau－Political　Model）の有用性を強調している。
　本稿では，危機管理における意思決定に関する考察を試みる。過去の危機管理の事例における，意
思決定に関する分類，分析を行い，そこから，危機管理においてリーダーシップを強化すべしとの議
論は妥当性をもつのか考察してみたい。ここでは，ローゼソタールらが使用している意思決定の分類
モデルを応用し，過去の事例の分類を試みる。なお，本稿では，危機管理の応答性段階における行政
の意思決定に焦点を当てる。特に，災害発生時に，行政が被災者を救助するための意思決定事例を取
り上げる。その理由は，過去において，危機管理の応答性段階，つまり，災害対応時に下された行政
の意思決定が，批判の対象となってきたからである。また，その結果として，中央集権型の危機管理
モデルの必要性が訴えられてきている。具体的には，1995年の阪神淡路大震災以降に発生した災害
において，行政が被災者の保護を目的として行った意思決定事例を分析対象とする。それらの事例に
おける，意思決定過程を分類し，現在の危機管理論議に対する検証，考察が行われる。本稿では，中
央集権的な危機管理モデルが，必ずしも最も効果的な結果を導き出すとは限らない一方で，過去にお
ける事例において，中央主権型の危機管理が一定の評価を得ているとの分析が導き出されるであろう。
第一章　官僚組織内政治モデル
　国内の危機管理の論議において，官僚組織は批判の対象として捉えられることが多く，官僚組織に
おける政治の存在，その緊張関係や競争もまた，危機管理における障害とされてきた。しかし，ロー
ゼンタールらは，そのような議論は，より高度な危機の概念や危機管理が内包する状況には適合しな
いとする。そして，「官僚組織内政治モデル」の有用性を指摘している4。このモデルは，官僚政治を
肯定的に評価し，分析枠組みとして使用している点で注目される。危機管理時の意思決定に関する議
論は，リーダーシップの問題から論ぜられることが多い中で，このモデルを使用して，分析を試みる
ことは，危機管理に関する研究における視座の多角化という点で，有益であると考える。本稿では，
この節にて，「官僚組織内政治モデル」の説明を行った後，次章にて，同モデルを応用した意思決定
分類モデルを利用して，過去の危機管理時の意思決定事例を分類する試みを行う。
危機管理に関する一般的通念
　ローゼソタールらは，現代の行政における脅威の一つは，甚大な事故や惨事への対応能力の問題に
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て発生すると指摘している。彼らによると，危機は，コミュニティーや政治制度，行政組織に多大な
衝撃を及ぼす。そして，危機に対する事前準備の欠如や誤った対策は，政府に対する市民の信頼に影
響を与える。また，災害後の調査報告により，それまでに構築されていたルーチン作業，機能，政策
提言や官僚の威信にも，大きな疑問が投げかけられる。ここで定義されている危機には様々なタ・イブ
があり，その中には，自然災害や人工災害，騒擾，テロリズム，深刻な国際対立，核の脅威まで含ま
れる。危機は，社会の基盤や国際的・組織的利益や構造への深刻な脅威を及ぼす。そして，行政の観
点から考察すると，危機下においては，時間的制約と，非常に不安定な状況において，重大な意志決
定を迫られると指摘している。
　また，彼らは，被災者の問題にも言及している。「危機が発生すると，政府が権限を行使し，効率
的で調整iされた危機対応を行うことが因習的に期待される。危機的状況下では，『包括的』，r統合的』
な災害計画，危機管理という概念や，rテロリズムに対する戦争』といった言葉が人々を魅了する。
これらの傾向のもとでは，一元的政府組織下における過剰な権力の集中や強制的な調整機能へは，効
率的な危機対策方法として，無批判な支持が導き出される」5。
官僚組織内政治モデル
　しかし，ここで彼らは，その様な流れに対する批判を行う。まず，脅威に対する考えに関して見た
場合，「明らかな危機」と認識されるような状況であっても，様々な組織や，行為老，利益集団によ
り，異なる見方がなされると指摘するのである。そして，もし，そのように，危機への対策におい
て，複数の行為者が存在するとの見方を取るのであれば，分析の性質や脅威の内容は，より複雑で異
なったものとなるとする。単純に述べると，一つの主要な行為者，または官庁に対する深刻な脅威
は，別の行為者や官庁，「被災者」にとっては重要な「機会」となるかもしれない。また，危機下の
意思決定における，時間的制約に関して見れば，この見方では，迅速な決断よりも，適切な対応の必
要性に重点が置かれる。最後に，不確実性，または突然の不意打ちへの対応という観点からみると，
この見解は，危機におけるより複雑で，典型的な，情報管理過程における問題の深さを軽減する。こ
こでいう，危機における問題の典型的病理とは，奇襲に対する警告が繰り返されることによって，そ
の有効性が減少するという，「狼少年」症候群である。
　ローゼンタールらは，危機におけるそれらの問題点を検討し，経験的実証により，戦略的及び運営
的危機管理の計画，対応，危機後，それぞれの段階において，官僚政治が重要であることを論じてい
る。また，一般的認識とは逆に，組織間の緊張関係が，様々な肯定的機能を果たしえることを指摘し
ている。このモデルでは，危機管理時の意志決定における，中央集権的，トップダウン型の機械論的
考えを否定し，多中心主義的（多極的）アプローチからの問題解決方法，すなわち「官僚組織内政治
モデル」が持つ，有用性に注目する。
　このモデルを使用することによる肯定的機能は三つある。第一に，危機管理対応組織を試験するこ
とである。官僚組織の危機対応能力は，組織内部の運営によって評価されるものではなく，組織間の
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あつれきをいかにやりくりするかによって評価される。実際の危機において，官僚組織間の役割や権
限の調整を行うことは，それらの組織の効率性や能力を見極めるためのきっかけとなるであろうとし
ている。第二に，グループ思考（集団思考6）を防ぐことである。危機下においては，メディアや政
治家の圧力により，迅速に，強制力が高い行政措置を講じることが求められる。このことにより，官
僚は，意見の違いを出来るだけ排除し，それらの要求に答えようとする。しかし，これは，行政組織
内で，十分な論議を行わずに，決断を下すことにつながりかねない。「官僚組織内モデル」において
は，組織間の緊張関係が存在するために，グループ内で無批判に一つの意見へ収敏してしまう危険性
を防ぐ。官僚組織間の競合が，チェック・アソド・バラソス機能を果たすと考えられる。第三に，危
機管理において，ある程度の公開性を促進することである。また，手に届かない場所にある危機管理
政策の民主的コントロールを促進する可能性があることである。これは，西尾隆が指摘している，権
力者による危機管理の利己的な使用を防止するためにも有効であろう7。
　「官僚組織内モデル」の特徴として，ローゼンタールらは，五つの点をあげている。第一に，政策
決定アリーナに，多数の参加者が存在することである。第二に，それら参加者の関心は，広範で，互
いに対立している。第三に，参加者の中に，突出した影響力をもつものが存在していないことある。
第四に，決定は本質的に妥協によって生み出されることである。第五に，それらの決定の結果が，必
ずしも効果的な実施を見越したものではないことである。官僚政治の度合いを示したものが，下の図
1に表されている。政策決定過程にける官僚政治の度合いは，幅広い。もし，指数の内の①と②，③
が高い度合いを示せば，その結果として生じる妥協の形態④を生み出すことは非常に難しくなり，ま
た，政策決定と実施の間の亀裂は大きなものとなるであろう。そのような，偏った値の指数の結合
は，通常，非機能的結果をもたらす。それは「官僚組織の政治化」と呼ばれる状況に陥る8。
図1　官僚政治の度合い9
抑制された競争　　　　　　　官僚政治
（Restrained　Competition）　（Bureaucratic　Politics）
官僚組織の政治化
（Bureau－politism）
「単純」
［指数］
①参加者の人数
②利益の所在
③権力構造
④妥協の形態
⑤決定と実施の連結
「複雑」
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官僚組織内政治モデルに対する批判
　ローゼソタールらは，「官僚組織内政治モデル」に対する批判として，四つの指摘を明らかにして
いる。その一つは，「官僚組織内政治モデル」では，政府の官僚組織にのみ焦点をあて，その他の参
加者，政治的権威や議会の議員，圧力団体や利益団体，マスメディアの影響力を過小評価しているの
ではないかとの批判である。これは，規範的論議からの指摘に通じるもので，規範的側面からも，こ
のモデルでは，官僚の役割に焦点を当てすぎるが故に，民主的な行政運営を軽視する指向を持つので
はとの指摘がなされている。第二に，多数の参加者による政策の動体を説明するのには，「官僚組織
内政治モデル」は，制度的な洗練が不十分であるとの指摘である。第三に，「官僚組織内政治モデル」
は，組織の利益を狭義に捉えることにより，それ自体が回りくどい解釈をもたらすとの指摘である。
第四に，事例によっては「合理的行為者モデル」の方が，その説明力が優れているのではないかとの
指摘である。
　これら批判の代表的な例として，彼らは，ロサティ（A．J．　Rosati）による，官僚組織内政治モデ
ルへの批判的見解を取り上げている。ロサティは，政策決定過程の存在は，決定場面における構造
（個人，組織，政治的上級職員の参加の度合い），決定の文脈（外部の環境の状態が，批判的であるか
否）に影響を受けるとする。そして，「官僚組織内政治モデル」は，中間レベルの政策において使用
可能であるとしている。このレベルにおいては，議論における競争が適度な状態に収まっており，上
級職員の関与が低いので，結果として，官僚が政策決定アリーナに参加可能となるとしている10。
官僚組織内政治モデルと危機管理
　彼らは，危機管理論議において，「官僚組織内政治モデル」が有用であることの説明を，上記批判
に対する反論と同時に行っている。彼らは先ず，危機管理における一般的概念では，その政策決定
は，一部の限られた上級官僚のみが参加して決定が行われていると考えられるが，実際には，そこに
多くの行政職員が参加するとの指摘を行う。そして，また，極限の状況下においては，政治と行政の
役割や行動の区分けは曖昧になってくるとしている。第二に，一般的に，危機時の意思決定において
「偉大な者」の傑出に目が行きがちではあるが，信頼出来る分析データによると，影響力は多くの集
団に分散していると指摘する。スポットライトがあたるのは，少数の危機管理チームや政策センター
などかもしれないが，裏舞台では，多くのアドバイザー的存在の人々が，彼ら以上に，権力や影響力
を持つ場合がある。第三に，危機管理における意思決定でも，通常の行政活動と同様に，互助
（Give　and　Take）による妥協が存在している。多くの危機において，様々な異なる組織から，同程
度に必要性を持つ対策案を提示され，選択に苦慮することがある。第四に，危機における意思決定
は，迅速さと，時間の遵守が特徴である。一度，決定が行われたら，延々とその再評価を行う時間は
存在しない。極限の状況においては，決定は，機械的に実施される。意思決定の場にいると，過剰な
情報と時間的制約によって，決定事項の監視に深刻な不備を抱える。そこで，官僚組織内政治モデル
の有用性が，改めて認識されるのである。
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　その上で，ロサティによる指摘への反論として，
　「ロサティによる，『官僚組織内政治は，大統領や首相の関与を必要としない政策決定過程分野に限
る』との指摘と，上記の特徴は合致しない。危機は，行政組織の長の日常のスケジュールにも，大き
く影響を及ぼす事項である。しかし，危機管理時の意思決定おいては，行政組織の長が，君主的に権
限を振りかざして決定を行うことはない。それよりも，官僚組織に属する老たちは，危機を，大統領
や首相だけに任せておくには余りにも重要な問題であるかもしれない！」11
と述べ，改めて，「官僚組織内政治モデル」の有用性を指摘している12。
第二章　行政の危機管理における意志決定の分類
　ローゼンタールらは，「官僚組織内政治モデル」を使用して，過去の危機管理事例の分析を行った。
彼らは，それら事例を分類するために，次の図を使用している。
　そこでは，危機管理が，その性質上の違いから「戦略的政策決定」と「操作業の危機管理」に区別
されている。「戦略的政策決定」とは，災害対策本部などで決定される，危機管理運営の戦略に関す
る政策決定である。その政策アリーナへは，主に，災害発生現場への指示を出す立場にある者，つま
り，災害現場からは離れた場所にいる老が参加する。他方，「操作業の危機管理」は，災害発生場所
などで，実際に行われている危機管理を指す。その政策アリーナへは，災害現場で実際の対応にあた
る人員も参加する。
　図2で注目されることは，図1にて示された「抑制された競争」状態が，除外されていることで
ある。その理由は，「抑制された競争」状態は，ローゼソタールらが「官僚組織内政治モデル」の論
議を進める際に，その前提として批判した，リーダーシップによるトップダウソ型の危機管理がそな
える特徴である。彼らは，トップダウソ型の危機管理モデルは，危機管理の現実にはそぐわない批判
している。表面上，リーダーシップによる危機管理も，その意思決定は，政策決定アリーナに存在す
る多数の参加者によって行われる。よって，「官僚組織内政治モデル」を論じる際に，「抑制された競
争」状況を，その論議の対象をする必要が無く，図2では「官僚政治」と「官僚の政治化」のみが
図2　危機管理の官僚組織内政治モデル13
機能的：官僚政治 非機能的：官僚組織の政治化
戦略的政策決定
iStrategic　Policy　Decision）〈第一象限〉 〈第二象限〉
操作上の危機管理
iOperational　Crisis　Management）〈第三象限〉 〈第四象限〉
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扱われている。
　しかし，筆者が国内における過去の危機管理に関する資料を検討した結果，「抑制された競争」状
況で行われた意思決定事例が存在するとの印象を受けた。そこで，本稿では，危機管理時における意
思決定には，「抑制された競争」状態も存在するのではとの仮定のもと，国内における危機管理時の
意思決定事例の分類，分析を試みたい。
　本稿で行う過去の意思決定事例の分類にては，ローゼソタールらが作成した，図1：「官僚政治の
度合い」と図2：「危機管理の官僚組織内政治」を参考に，縦軸を「機能性」，横軸を「官僚組織内の
競争の度合い」とした新たなモデル，図3を使用する。縦軸の分類に使用する指数としては，行政
組織による意思決定に対する世論の評価を用いる。具体的には，日本経済新聞社のデーターベース，
日経テレコン21を使用し，日本経済新聞，日経産業新聞，日経流通新聞，日経金融新聞の4紙か
ら，分析対象とする行政の意思決定事例に関連した記事・社説を，3ヶ月間分検索する。そして，そ
れら記事において，行政組織の対応が評価されていれば，機能的（＋1），されていなければ非機能
的（－1）とし，その平均値を取る。そして，0以上の値なら，機能的，0未満の値なら非機能的に
分類する。ただし，事例によっては，記事にて行政組織の対応に関する評価が全く行われていない事
例も存在した。その際には，その災害事例に関連する公文書や，ジャーナリズムの報道から，世論の
動向をくみ取った上で，分類を行う。横軸の分類に使用する指数としては，ローゼンタールらが官僚
組織内政治モデルにて使用した，参加者の人数，利益の所在，権力構造，妥協の形態，決定と実施の
連結を用いる。当初は，災害発生後に発行された担当官庁や地方自治体の資料を使用して，数値化を
試みた。しかし，そのために必要とされる情報の入手は困難を極めた。そこで，ここでは，新聞等の
情報に基づいて，分類を行いたい。数値が困難な以上，この分類は，筆老の主観によるものとなる。
可能な限り客観的な判断を行うため，判断材料に用いた条件を，出来る限りに本文中に示してゆく。
各事例の分類を行ったら，それを図3に当てはめる。
分析対象とする過去の意思決定事例
　本稿では，1995年の阪神淡路大震災以降に発生し，行政が被災者の保護を目的として行った意思
決定の中から，次の六件の災害，事件における，行政機関の対応を，分類対象とする。一件目は，
1995年1月に発生した，阪神淡路大震災おける，神戸市の初期対応，兵庫県による自衛隊の出動要
図3　危機管理における意志決定の分類モデル
抑制された競争 官僚政治モデル 官僚組織の政治化
機能的
非機能的
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請，国による初動対応である。二件目は，1996年に発生した，0157食中毒事件における，国の対応
策である。三件目は，1996年12月に発生した，在ペルー日本国大使公邸占拠事件における，日本国
政府による，ペルー政府及び国際赤十字との間で行われた，事件解決へ向けた交渉内容に関する政策
決定と，日本国内の行政組織における事件対応策の決定である。四件目は，1999年9月に発生した
茨城県東海村ウラン加工施設臨界事故における，東海村による住民への避難勧告の決定，茨城県によ
る住民屋内待避勧告の決定，国による災害への初期対応である，五件目は，2000年6月に発生した
三宅島噴火において行われた，三宅村村民避難に関する，東京都による住民避難の決定についてであ
る。六件目は，2001年7月に発生した，兵庫県明石市・市民夏祭り事故における市の対応について
である。
　阪神淡路大震災以降の危機管理事例としては，このほかに，1995年3月に，オウム真理教が起こ
した，地下鉄サリン無差別事件（以下，サリン事件）がある。本稿では，行政が被災者の保護を目的
として行った意思決定を扱うが，サリン事件では，応答性段階において，行政組織が行った被災者の
保護は，消防による被害老の病院への運送が中心となる。これは，消防による，患者の運搬は，消防
行政のルーチソ業務でもあり危機管理の側面が捉えづらかった。よって，今回の対象からは除外し
た。他方，分類対象事例として六番目に取り上げた，兵庫県明石市の市民夏祭りに関しては，事故の
規模が危機と言えるのかとの批判が起こり得るだろう。この事故に関しては，意思決定時における
「官僚組織の政治化」の状態が典型的にあらわれた例と考えられるので，あえて取り上げたことを記
しておく。
各事例の分類
1．　阪神淡路大震災
①神戸市による被災者救助ための初動対応
　神戸市では，神戸市地域防災計画に基づき，地震発生から約1時間後の午前7時，市役所に神戸
市災害対策本部を設置した。職員配置については，地域防災計画に基づき，震度五以上が発表される
と全職員が出動する「全市防災指令第三号」が自動的に適応され全職員出勤体制に入った。しかし，
全職員の1万7，836人のうち，4割強が被災し，1月17日の出勤率は，全体で41％であった。
　災害救助法では，災害に際しての応急救助は，国が地方公共団体，日本赤十字社その他の団体およ
び国民の協力の下に行うことになっている。具体的には，都道府県知事が国の機関として応急救助を
実施し，市町村長がこれを補助することになっている。この法律に定める救助は，政令で定める程度
の災害が発生した市町村の区域内において行うこととなっており，この震災においても，兵庫県では
1月17日12時に，被害の把握が可能となった市町から順次10市10町に災害救助法を適用した。
　災害救助活動としては，避難所の供与，炊き出し，生活必需品の供与，医療，被災老の救出など
が，災害救助法により定められている。神戸市はこれらの救助活動に関し，兵庫県の補助を行うこと
が求められたが，職員自身も被災したため，災害発生当初は，十分な対応が出来なかった14。
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　機能性に関しては，「非効率的」と分類された15。
　この事例は，上記の分析モデルに当てはめることが出来ないと考える。なぜならば，政策決定ア
リーナ自体が，災害による被害を被ってしまったからである。ゆえに，この事例は，例外的ケースと
して取り扱う。
②兵庫県による自衛隊の出動要請
　自衛隊法は，自衛隊の行動の一つとして，「防衛出動」，「治安出動」と並び「災害出動」を定めて
いる。災害においては，自衛隊が出動する場合には，知事の要請が基本である。しかし，自衛隊法八
三条は，防衛長官又は指定するものが，天災地変その他の災害に際し，その事態に照らし特に緊急を
要し，前項の要請を待つとまがないと認められるときは，同項の要請を待たないで，部隊等を派遣す
ることができるとしている。また，庁舎，営舎その他の防衛庁の施設又はこれらの近傍に火災その他
の災害が発生した場合においては，部隊等の長は，部隊等を派遣することができる。
　つまり，阪神淡路大震災が発生した際には，自衛隊の出動を要請出来るのは，制度上，知事か防衛
長官であり，部隊の派遣であったら，被災地近郊に所在する部隊の部隊長に限られていた。しかし，
五百籏頭員は，防衛長官等による派遣は，前例が存在しないことを指摘し，もし知事以外による派遣
を行なうとしたら，首長か内閣による長官への指示が不可欠であったとしている。そして，当時は，
社会党の村山氏が首相であり，その権限を積極的に行使することは無かったと指摘する16。この指摘
には，反論も存在するが，いずれにせよ，防衛長官は派遣の決定を行わなかった。震災発生直後に，
自衛隊を要請できるのは，知事以外に存在していなかったことになる。
　兵庫県知事が，自衛隊派遣の要請を行ったのは，10時とされる。地震発生から，約5時間が経過
していた。この点が，後に批判されることとなる。しかし，五百籏頭は，兵庫県庁の職員や施設も被
災したことを指摘し，災害出動の要請が遅れには，やむを得ない状況であったとの考えを明らかにし
ている。兵庫県庁に備えられていた災害対応設備は，地震によって「がれきの山」となり，問い合わ
せの電話が集中し，回線はパソク状態になってしまった。また，停電と断水も発生し，11時までは
「テレビも見られない状態」であったとされる。地震発生が早朝であったことから，職員の登庁も難
航し，貝原知事が県庁へ到着したのは，8時20分であった。
　機能性に関しては，「非効率的」であると分類される17。
　この事例でも，神戸市の事例と同様に，政策決定アリーナ自体が「被災」してしまったことにより，
意思決定が行なえない状況が発生していた。自衛隊の派遣要請の遅れは，官僚政治の度合いに起因す
るものではなく，政治アリーナへのダメージによるものである。よって，この事例も，例外として取
り扱うのが適当であろう。
③国による初動対応
　上述のように，五百籏頭は，首相が社会党出身であることが，派遣のタイミングを遅らせたと批判
している。しかし，浅野一弘は，これに反論を行う。災害後，村山首相がインタビューにて，自衛隊
の出動に時間がかかった理由として，国も受け入れ側も，どこへ自衛隊を配置すべきか判らない状況
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で出動させることは出来なかったとの理由を述べているとし，同時期に，自衛隊幹部同士で，同様の
会話がなされていたことを指摘している。そして，五百籏頭の批判は的を射ていないと，批判してい
る18。当時，官房副長官であった，石原信雄も，同様に，村山首相への，それらの批判は「ナソセン
ス」であるとしている19。
　しかしながら，五百籏頭が指摘しているとおり，首相を初めとする内閣が，震災発生当初，状況を
正確に把握していなかったことは確かである。8時53分に，五十嵐官房長官が「非常災害対策本部」
を設置すると発表した後は，午前中のスケジュールを，ほとんど予定通りにこなしている。災害の存
在自体は認識しつつも，その規模を正確に把握することができなかったために，それ以上の行動を起
こさないという意味で，非決定の決定を行ってしまったのである。この，非決定の決定を，意思決定
と捉えるならば，その政策決定アリーナには，殆ど参加者がいなかったことになる。震災発生直後か
ら，自衛隊や警察，消防，気象庁には，災害の規模と被災者に関する情報が入りはじめていた。しか
し，それらの情報が，首相官邸にまで届かなかった20。
　機能性に関しては，神戸市，兵庫県同様，この事例も「非効率的」であるとの分類がされる。記事
の内容は，国による初動対応においても，自衛隊の出動時期が批判の対象となっているものが多い21。
　この事例は，「非機能的，抑制された競争」に分類される。
2．堺市0－157集団食中毒事件
①国による対応策の決定
　この事件における，主管官庁は厚生省であった。厚生省は，1996年5月28日に，岡山県の小学校
で集団下痢症が発生し，その原因が0157と判明し，他県でも同様の食中毒が発生していることを重
く見て，文部省と協力して，全国の自治体に事故発生防止の徹底を指示した。しかし，その後も食中
毒は発生し続け，7月13日に堺市で発生した食中毒では，有症者の数は最終的に約6，000人にまでの
ぼった。つまり，厚生省が行った，事故発生防止対策は，効果を持たなかったのである。また，六月
の時点で，厚生所から各自治体に通知されていた，0157の治療方針が，自治体内部にとどまり，医
療機関に伝わっていなかったとの事実が明らかとなった。このことは，政策アリーナにおける，決定
と実施の問題に関連する。厚生省は，政策アリーナにて，地方自治体との間で，実施かのうな政策を
作り出すための妥協を行わなかった。そのことにより，事件の拡大化がすすんだとも見られるであろ
う。この事例においても，機能性に関しては，「非機能的」との結果がでている22。
　この事例は，「非機能的，官僚の政治化」に分類される。
3．在ペルー日本国大使公邸占拠事件
①日本国政府による，ペルー政府，国際赤十字との三老間における対応策の決定
　この事件は，海外で，日本国政府の主権が及ぶ，大使公邸で発生した人質事件という点で，特殊な
ものであった。日本国政府はウィーン条約第二二条第三項の「接受国は，侵入又は損壊に対し使節団
の公館を保護するため及び公館の安寧の妨害又は公館の威厳の侵害を防止するため適当なすべての措
置を執る特別の責務を有する」との規定を根拠に，事件解決の責任はペルー政府にあるとの姿勢を取
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った。他方で，同条第一項における「使節団の公館は，不可侵とする。接受国の官吏は，使節団の長
が同意した場合を除くほか，公館に立ち入ることができない」との規定から，大使公邸内での行動に
は日本側に裁量権も主張した。
　政府の発表では，ペルー政府との間では，現地対策本部を通じフジモリ大統領，パレルモ教育相等
と情報交換を行っている他，橋本総理とフジモリ大統領との間でも電話連絡やトロソトでの会談を通
じ緊密な連絡・情報交換に努めているとされていた。
　事件への実質的な対応はペルー政府側が行い，日本国政府はオブザーバー的存在であった。事件解
決の方針決定に向け，橋本首相，池田外相，高村外務政務時間がフジモリ大統領と会談を行ったが，
意見の調整は行われず，日本政府は人命尊重を訴えるにとどまった。1997年1月にオタワで開催さ
れた首脳会議の席で，フジモリ大統領は事件解決のための自由裁量権を求めたが，橋本首相は許可し
なかった。結局，事件は日本国政府側への事前通告なしで行われたペルー軍特殊部隊の強行突入によ
って解決された。
　この事件における，日本国政府とペルー政府，国際赤十字の関係をみると，時間発生直後から，政
策決定アリーナに異なった利益を持つ三者が参加し，それぞれの意見の調整を試みようとするもので
あった。しかし，最終的な事件解決の方針は，ペルー政府が，意見の調整を放棄し，単独で決定し
た。機能性の分類に関しては，「非機能的」との結果がでている23。このことから，この政策決定を
日本国政府の立場から観察した場合，それは「非機能的，官僚の政治化」に分類される。
②国内の行政組織間における事件対応策決定
事件発生後に外務省はオペレーション・ルームに事件対策本部を立ち上げ，ほぼ同時刻に首相官邸で
も内閣安全保障室に対策室が設置された。この二つの対策室の統合を行うために首相官邸の危機管理
センター内に対ペルー日本大使公邸占拠事件政府対策本部が設置された。海外において，邦人にたい
する危機が発生した際には，内閣安全保障室がその対応を担当するとされていた。しかしながらその
組織に対応能力がないため，案件に応じて警察庁や外務省が実際の対応にあたってきた。今回も，外
務省が中心となって実際の対応は行われた。
　警察庁や防衛庁は事件に関連する情報を首相官邸へ報告していたが，実際の事件対応が外務省にて
行われていたことから，情報が有効に活用されない場合があったと指摘されている24。この指摘から
見ると，政策決定アリーナへの参加者数が，不十分であったと捉えられるであろう。機能性に関して
は，「非機能的」との結果がでている25。事件に対する，国内の行政組織間における対応策決定は，
「非機能的，抑制された競争」に分類される。
4．東海村ウラン加工施設臨界事故
①東海村による住民避難の決定
　東海村役場へ，JCOから事故の一方のFAXが入ったのは，事故の発生から約1時間後の11時34
分であった。それから約1時間後の12時30分に，村の防災無線にて，事故の発生を知らせ，屋内に
待避するよう注意を呼びかけた。12時42分，JCOが三通目のFAXを送信してきて，住民避難の要請
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を行うこと，国道及び県道の交通規制を要請中であることを連絡してきた。その後，JCOの社員
が，村役場を訪れ，施設から半径350m以内の住民の避難勧告を要請してくる。
　この要請に対し，役場職員は必要な情報を入手後，関連法令に定められた基準基づいて決定を行う
べきとの見解を示したが，村上村長が一刻も早い避難を決定した26。この勧告は，日本の原子力事故
における，史上初の住民避難勧告であった。この決断は，首長によるリーダーシップとして，好意的
に捉えられている場合が多い27。しかし，専門的な知識が必要とされる原子力災害で，しかも情報が
不足している状況で，「勘」に頼った判断が最善であったかは疑問が残る。事故後，村上村長は「今
回の教訓ですか？それは，訓練と全く違うということですね。シナリオがない。情報がうまく入って
こないし，それでいて決断をせまられる状況でしたから。逆に言えば，そういった状況になっても，
情報がとれるシステムをいかに構築してゆくかということですね。」と述べている。
　この事例にあげられた意思決定事例に対し，評価を行っている記事は存在していなかった。しか
し，他の参考文献では，村上村長の決断を評価する論調のものが多いので，機能性に関しては「機能
的」と分類する。その結果，この事例は，「機能的，抑制された競争」に分類される。
②茨城県による住民屋内待避の決定
　茨城県による住民保護の政策は，事故発生から半日以上過ぎて決定されたものが多い。事故現場か
ら半径10km以内の住民への屋内待避要請は，9月30日の午後10時30に行われた。その後，翌，10
月1日の午前1時18分に，陸上自衛隊へ災害派遣要請がなされ，1時30分に，事故現場から半径10
km以内の学校等の休校要請，医療機関での受診自粛要請，農産物収穫見合わせ要請が発表されてい
る28。その理由は，東海村同様，災害に関する正確な認知が行えなかったことによる。しかし，住民
屋内待避の決定に関しては，東海村とは意思決定の過程が異なる。事故発生から，時間が経過するに
つれて，東海村以外の基礎自治体からも，住民保護のために何をすべきかとの質問が，寄せられるよ
うになってきた。しかし，茨城県自体も正確な情報を持ち合わせ得ていないために，満足な回答が出
来なかった。JCOの事故現場での臨界状態が続き，再臨界の可能性が報じられ，基礎自治体への対
応を求める圧力強まり，法令で定められた最大限の，半径10kmの住民に対し，屋内待避要請が発せ
られた29。
　この事例に関しても，データーベースから関連する批評記事は検索されなかった。しかし，他の参
考文献にて，意思決定までに時間が係り過ぎ，また10kmの根拠がないとの批判があったので，機能
性に関しては「非機能的」に分類する。よって，この事例は「非機能的，抑制された競争」に分類さ
れる。
③国による災害対応の決定30
　この事件では，地方自治体と同様に，中央政府も災害の認知に問題を抱えていた。その理由は，そ
れまでの原子力事故では，放射線の漏洩が問題となり，その対応に関する経験は持ち合わせていたの
だが，今回の事故においては，中性子線が漏洩したために，その対応に苦慮することとなった。当時
の科学技術庁長官は，元東京大学総長で，原子力が専門の有馬氏であった。しかし，有馬氏は，後に
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雑誌のイソタビューに対し，事故発生からしばらくは，自らも，事故の状況が把握できなかったこと
を述べている。
　その結果，住民避難に関する対応も遅れ，結果として，東海村が独自に避難勧告を発令することと
なった。JCOの事故現場では，臨界状態が続いており，その対策が早急にもとめられていたが，そ
の政策アリーナに参加できるのは，原子力に関する知識を持つ専門家に限られた。
　この事例に関しても，批評記事は検索できなかった。しかし，参考文献において，対応の遅れが批
判的に取り上げられていることから，機能性の分類は「非機能的」とする。結果，「非機能的，抑制
された競争」に分類される。
5．三宅島噴火：三宅村村民避難
①東京都による住民避難の決定
　東京都が，一つの島の住民を，全て島外避難させる事は，初めての経験ではなかった。1981年，
鈴木都政の時代，伊豆大島が噴火し，全島民の島外避難を行っている。この島民避難が，他の災害に
おける住民避難と異なるのは，避難と同時に，基礎自治体の機能がストップしてしまうということで
ある。島外に避難すると，村役場の職員も，被災者となる。よって，東京都が行わなくてはならない
仕事は増加する。
　しかし，前回の島民避難の経験を生し，この避難作戦は問題なく進められた。データーベースで
は，批評記事は見つからなかった。そこで，朝日，読売，毎日各社の記事を調べたところ，批判的な
記事はなく，避難を肯定的に捉える論調が多かった。よって，機能性は「機能的」に分類される。こ
の事例は，「機能的，官僚政治」に分類される。
6．明石市・市民夏祭り事故
①明石市による観客誘導
　この事故では，大会主催者の明石市，警備を担当する兵庫県警明石書，警備補助を担当した警備会
社の三者が事故発生の責任を問われた。事故の原因解明が始まると，それぞれが自らの責任を他者に
転化しようとし，一層避難をあびた。例えば，事故後，明石署の責任を問われた兵庫県警の幹部は，
「責任は，第一義的には主催者側にある。ただ，明石署でも指導，会場チェックなどに甘さがあった
のでは，と思える」と一応責任を認めつつ，公道である歩道橋の警備を主催者に任せたことについて
は「車両の通行ができない安全な場所であり，特段の警察力は必要としないと判断し，警備対象には
入れていない。う回路への誘導対策を取るよう，主催者に指導した」と述べた。事故直前，警備会社
側から，歩道橋への人の進入を規制することを打診されながら対応が遅れたことに関しては，「現地
で状況を十分確認できず，対応が遅れた。ただ，橋の上に警備員が配置されていたのなら，緊急避難
的に何らかの対応が可能ではなかったか」と警備会社の対応に疑問を呈した。事故発生以前から，事
故発生後の原因調査に至るまで，「官僚の政治家」状態が存在していたことが見られる。この事例は，
「官僚の政治化」モデルの典型的例であろう。
　機能性の分類は，明石市に関する批判記事は検索されなかったが，行政の対応全体に対する批判記
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事が検索されたので，「非機能的」に分類する。よって，この事例は，「非機能的，官僚の政治化」に
分類される。
　各事例の分類結果を図3に当てはめると，以下のようになる。この結果に関しては，次章にて考
察を行う。
第三章　分類に基づく考察
「抑制された競争」状況が発生した原因
　第二章において，過去の危機管理における意思決定事例が分類され，意思決定分類モデルの図に各
事例が当てはめられた。そこから明らかになったことは，二点ある。第一に，ローゼソタールらが指
摘したとおり，「官僚の政治化」状態で行われる意思決定は，「非機能的」であるという点である。第
二に，ローゼソタールらが「官僚組織内政治モデル」を使用して過去の事例を分類した際には，意思
決定の分類モデルから除外された，「抑制された競争」状況が存在していたことである。これにより，
危機管理時の意思決定において，非機能的な状況は，「官僚組織の政治化」によるものだけにとどま
らないことが明らかとなった。また，「抑制された競争」状況での意思決定事例には，「機能的」であ
るとの評価を得ているものも存在することが注目される。ここでは，ローゼソタールらの論文におい
ては，存在しないとされていた「抑制された競争」状況が，なぜ国内の危機管理では発生ししたのか
について，考えてみたい。
　「抑制された競争」に分類された事例に共通する特徴として，意思決定時において，災害自体の認
知をするのに問題を抱えていたことが注目される。そして，このことには，二つの異なる原因がある
と考えられる。第一は，災害の状況を把握するために必要な情報が，十分に存在していなかったこと
である。危機管理においては，その性質上，情報の不足は共通の問題である。しかし，阪神淡路大震
災における国の初期対応に見られるように，各々の行政機関は必要とされる情報を持っていたにも関
わらず，政策アリーナへ参加していなかった事例が存在する。阪神淡路大震災においては，国土庁が
対応の主管官庁であったが，災害情報は，気象庁，警察，消防，自衛隊が持っていた。それらの情報
の多くは，各組織内にとどまり，政策決定に活かされることがなかった31。つまり，「抑制された競
図4　過去の意思決定事例の分類
抑制された競争 官僚組織内政治 官僚組織の政治化
機能的 4一① 5一①
非機能的
1一③、3一②
S一②、4一⑰
2一①、3一①
U一①
〈その他：1一①、1一②（災害対応を行う組織自らが被災し、意思決定に困難が生じた）〉
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争」状況が発生した理由としては，行政の危機管理システムにおいて，「官僚政治」が行えるような
制度構築がなされていないということが，指摘できるであろう。必要とされる情報を保持している行
政組織が政策アリーナに参加できたなら，より正確な状況把握が可能であったかもしれない。
　第二に，災害の性質上，限られた専門家以外には，災害の認知が行えない状況が発生したことであ
る。これは，JCO臨界事故における行政組織の意思決定があてはまる。放射能という目に見えない
事件にて，その被害の程度を把握するのには，専門的な知識が必要とされた。よって，政策アリーナ
への参加老は限定されてしまったのである32。このような事例では，意思決定の判断は，専門家の状
況判断に大きく影響されてしまう。集団思考を防ぐためには，複数の見解を分析して，状況判断する
ことが必要とされるが，そもそも，その分析を行える老の数が限定されてしまうというジレンマが存
在している。この様な状況では，専門的知識を持つ老が，大きな影響力を持つことになるため，参加
者間の上関係にも変化が及ぼされる可能性も考えられる。そして，彼らが大きな影響力をもつため，
災害の認知に限らず，危機管理運営に関する政策決定に関しても，彼らの意見が無批判に受け容れら
れてしまう危険性が存在するであろう33。また，逆に，専門家が判断を誤った場合の非難を恐れ，責
任回避の行動を取ってしまうという可能性も存在する34。
　次に，「抑制された競争」の状態においては，機能的な意思決定もなされたこと注目してみたい。
前述の通り，各事例が，機能的であったか，非機能的であったかについては，主に，新聞の記事にお
ける論調により分類されている。そこでは，世論の意向，考えが強く反映されているはずである。し
かし，危機における決定は，時として，機能・非機能の両面の結果をもたらすことがある。東海村の
事故において，東海村の村上村長による，事故発生現場から半径350m以内の住民に対する避難命令
は，機能的な危機管理と分類されている。この決定の過程を見てみると，村上村長による決定は，
「政治家としての勘」によって行われたと，後に村長本人が述べている。災害時における行政の意思
決定が，被災者の生命や財産に大きく影響することを考えたとき，その決定が「勘」によって決断さ
れてしまうことの危険性に注意を払う必要があろう35。
　同事件にて，災害対応にあたった東海村の小野寺節雄氏（東海村経済環境部原子力対策課防災係
長）は，原子力事故に関して，中央政府が災害の対応の責任を全て負うべきであるとの指摘をしてい
た。その理由は，原子力災害における状況把握の難しさである。原子力施設が多く存在し，災害対応
設備の整備が行われていた東海村でも，同事件は，その対応能力をこえた規模であったとし，オフサ
イトセソター整備の重要性を訴えていた36。
災害状況の把握に関する問題
　災害状況の正確な把握の必要性は，危機への対応において最も重要なことである37。災害への対応
策を決定するのためには，災害状況の把握が必要となる。もし，状況が正確に把握できなければ，誤
った決定を行う可能性も存在するし，それ以前に，決定を行えない状況に陥ってしまうかもしれな
い。過去の事例に関する分析にて，「抑制された競争」状況が存在した原因は，まさしくここにある
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だろう。発生した災害に関する認知が行えなければ，行政職員は，何の行動も起こせなくなってしま
う。分類対象と取り上げた事例においては，「抑制された競争」状況がもたらした結果は，意思決定
の遅延か，リーダーの「政治的勘」による決定であった。
　この問題を解決するためには，危機管理の政策決定アリーナに，可能な限り多くの参加者を配置す
ることであろう。また，原子力災害のように，政策決定アリーナに参加可能な者が，限られる場合，
その政策決定過程の情報公開を進めてゆくことが，重要であると考える。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おわりに
　本稿では，行政の危機管理における意思決定の問題に関して，過去の事例の分類から，その特徴を
見いだそうと試みた。そこから明らかとなったことは，リーダーシップ型の危機管理が行われた事例
では，危機管理システムに何らかの問題を抱えていたということである。ローゼンタールらが指摘し
たとおり，通常は，「官僚政治」状態にある政策アリーナにて意思決定を行うことによって，機能的
な危機管理を行うことが可能である。逆に，一般的な危機管理論において盛んに論議されている，
リーダーシップ型，トップダウン型危機管理は，問題を含んでいる。では，危機管理におけるリー
ダーとリーダーシップの役割とは何なのであろうか。
　行政は，元々危機に弱い制度である。中邨が指摘するように，「行政では，法律が重視され，手続
きに力点がおかれる。文書による決済や先例が重視され，画一性や形式が優先される。」38。災害対応
時，職員は非ルーチン作業を行わなくてならない。しかし，その作業の内容を検討してみると，その
多くは事前の防災計画などによってある程度明確化されている。もしくは，既存の制度や経験の適用
が可能であると考えられる。前述の小野寺氏は，JCO臨界事故の際でも，村役場の職員が行うべき
役割は，全て防災マニュアルに記載されていたと述べている39。応答性段階で，行政組織が抱える問
題は，多くの場合，各作業を執行するか否かを決定するための時間，情報が限られていることと，作
業量に射する（人的，物的）資源が不十分なことである。前者の問題は，上記にて指摘したとおりで
ある。この問題を解決するためには，政策決定アリーナに，可能な限り多くの参加者を配置すること
が必要とされる。後者の問題に関しては，平常時における計画策定段階にて，様々な災害のシミュ
レーションを行い，必要とされる資源を事前に整備しておく必要があるだろう。また，地方自治体間
で，災害協力体制を整備し，資源の共有化を図ることも，その助けとなるであろう。
　では，行政の首長のリーダーシップは，いかなる時に必要とされるのであろうか。首長のリーダー
シップが必要とされる場面としては，一つには，危機発生後に，マスメディアなどを通じて，市民へ
災害対応に関する情報を直接通知し，混乱を収拾することが考えられる。市民に広く認知されている
行政の長が，災害対応に関する方針を直接市民に伝えることは，情報の混乱，錯綜を防ぐための有効
な策であると思われる。2001年9月11日に，ニューヨークのワールドトレードセンターが，ハイジ
ャック機によって激突されたテロ事件では，事件発生直後から，ジュリアー二・ニューヨーク市長
（当時）がメディアに登場し，市民が混乱に陥らないように呼びかけていた。ただじ，政治家として
一152一
の立場も併せ持つ行政の長が，メディアに登場することは，危機管理をパフォーマソスの場として使
用される危険性もある。この問題に関しては，今後，さらなる検討が必要である。
　また，リーダーシップのもう一つの役割としては，前例や明確な判断基準が無い状況において政策
決定が必要とされる場合に，行政の最高責任者として決断を下す役割が考えられる。前述の通り，政
策決定過程においては，「官僚政治」を確保することが重要であるが，災害の状況や種類によっては，
それが不可能となる場面が生ずる可能性がある。そのような状況下でも，市民やマスメディアから
は，迅速な対応を求められ，意思決定を行わなくてはならない事態が考えられる。情報や資源の不足
により官僚が判断できない問題に，決定を下せるのは，行政のリーダーである首長（前述の原子力災
害のような特殊な災害の場合には，その専門家も含む）以外に存在しない。たとえ，実際の判断は，
官僚や専門家に委ねるとしても，そのような決定に関する最終的な責任を，行政の長が担保すること
が重要になるであろう。ただし，ここにも問題がある。行政の長によるこのような決定は，限られた
人数の者が，不確実な情報に基づいて，短時間の内に行うものであるから，誤った判断をする危険性
は高くなることである。リーダー個人の資質によって，結果が大きく異なる状況に置かれてしまう。
リーダーシップによる決定が行われる場合には，この危険性に留意し，必要な情報や資源を入手後
に，政策決定の見直しをする必要がある。これらの点については，別稿にて論ずることとしたい。
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